
 

 

 

 

 

広島県土地改良事業団体連合会 
（水土里ネットひろしま） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産基盤整備を契機とした白ネギの栽培 

農事組合法人「ファーム西田口」 

   （東広島市西条町西田口） 

令和２年度

事 業 概 要 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 回 ひろしまの農村フォトコンテスト 
最優秀賞：源田 和彦 
タイトル：「桜咲くころ」 
（撮影場所：山県郡北広島町） 

第 18 回 ひろしまの農村フォトコンテスト 
優 秀 賞：島田 克 
タイトル：「やさしく受けて」 
（撮影場所：世羅郡世羅町） 

第18回 ひろしまの農村フォトコンテスト

優 秀 賞：渡辺 晴芳 
タイトル：「青一色の世界へ」 
（撮影場所：世羅郡世羅町） 

令令和和２２年年度度  
広広島島県県土土地地改改良良事事業業団団体体連連合合会会  事事業業概概要要

 

＜重点支援事項＞ 
１）多面的機能支払交付金 １ 

２）農業水利施設等の機能診断と機能保全計画策定 １ 

３）大規模農業団地での重点品目の生産拡大 ２ 

４）広島レモンのブランド化によるかんきつ産地育成 

５）ため池の廃止及び監視・管理体制の取組 

２ 

２ 

＜農業生産基盤の整備・補修・更新＞ 
農地の整備（農地耕作条件改善事業） ３ 

農地の整備（園芸作物条件整備事業） ４ 

農業水利施設のストックマネジメント ５ 

ため池整備事業 ６ 

土地改良区体制強化事業，土地改良施設維持管理適正化事業 ７ 
災害復旧事業                      ８ 

＜農村生活環境の整備・補修・更新＞ 
 農業集落排水施設のストックマネジメント ９ 

＜地域活動の支援事業＞ 
多面的機能支払交付金 １０ 

＜土地改良各種手続き＞ 

換地・確定測量（土地改良法手続き） １１ 

土地改良事業計画の調査・報告書作成業務 １２ 

土地改良施設の資産評価データ整備 １３ 

＜その他＞  

発注者支援業務 １４ 

水土里情報（水土里情報システム） １５ 

施設台帳管理システム １６ 

地籍調査（一筆地調査） １７ 

農村振興計画策定支援 １８ 

農家負担金軽減支援対策 １９ 

土地改良区の支援 

広報活動 

２０ 

２１ 

 

＜組織概要＞
 

業務の展開方向 ２２ 
会員，組織・職員 ２３ 

沿革，目的，性格，事業 ２４ 
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１）多面的機能支払交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）農業水利施設等の機能診断と機能保全計画策定（個別施設計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 重点支援事項 

・広島県土連は事業の推進組織である，広島県農地・水・農村環境保全協議会(以下，「県協議会」という。)
の，事務局として事業の推進に当たっています。 
・市町の交付・申請事務及び実施状況確認に係る支援や活動組織が取り組む活動等への指導や研修会を開催
するなど，きめ細やかな支援を行っています。 
・広島県土連は，県協議会の発足当初から，事務局として事業を推進しておりますが，今後も農業の多面的
機能を維持・発揮する地域活動について，問合せや助言などよりきめ細やかに支援します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広島県土連は，県協議会事務局とは別に，次のような事項についても支援します。 
① 活動組織の事務支援 
② 資源向上活動での工事発注のための調査設計 
③ 事業計画に定められた農用地及び対象施設の保全管理状況等の現地確認 
④ 類似業務として中山間直接支払の活動組織の事務支援 

【農道周辺の草刈】 【水路の泥上げ】 【水路のひび割れ補修】 

・国においては，国土強靭化計画，インフラ長寿命化計画が進められていますが，県においても平成 27年 3 
月 31 日に「広島県インフラ長寿命化計画（行動計画）」が策定され，インフラの長寿命化に向けた取組が
推進されています。 

・この中で，目指す姿はストックマネジメントの確立とされており，損傷した施設を単純に更新するという
事後保全的な対応ではなく，関係機関や地域の共同活動組織が，施設の規模に応じて役割分担しながら，
点検・機能診断と予防保全計画に基づき既存施設の有効活用を図りつつ，劣化の状況に応じた適切な対策
を行って，ライフサイクルコストの低減を図っていくこととされています。 

・また，令和 2年度までに，農業水利施設をはじめとする土地改良施設について，個別施設計画を策定する
よう取組みが強化されています。 
 
広島県土連は，ストックマネジメントの確立のために，次のような事項について支援します。 

① 国庫補助事業等による機能診断 
② 国庫補助事業及び県単独事業で整備するために必要な機能診断 
③ 水利施設機能保全計画策定 
④ 施設の状況変化を経年的に記録管理するためのシステム開発 
⑤ インフラ長寿命化計画（行動計画）の「個別施設計画」の策定 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

【排水機場 グリス漏れ】 【可動堰 堰体部材腐食】 【可動堰 堰体塗装劣化】
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３）大規模農業団地での重点品目の生産拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）広島レモンのブランド化によるかんきつ産地育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）ため池の廃止及び監視・管理体制の取組 

● 重点支援事項 

広島県では，かんきつ産地の分散された園地を面的に集積するとともに，レモンへの改植と遊休農地を活用
した生産性の高い園地を整備することにより，産地の核となる担い手の経営力を高め，将来にわたって担い手
に経営が継承できるかんきつ産地の育成が推進されています。 
 
 
広島県土連は，生産性の高い園地の整備に必要な 
作業道やかん水施設など，基盤整備に関する調査・ 
計画・施工管理等を支援します。 

 
 
 
 
 
 【整備前】 【整備後】

広島県では，大規模農業団地の基盤整備により，農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約を
図り，核となる経営体を誘致・育成し，重点品目の生産拡大に向けた取り組みが進められています。 
 
広島県土連は，大規模遊休農地の低コストな基盤整備を行うための事前調査及び計画を支援します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【事前調査】 
 
 

≪気象観測等の写真≫ 
 
 
 
 
 
 
 
 

【畦畔除去】 【区画拡大後】【区画拡大前】 

【気象観測】 【流量観測】 【環境調査】 

 
・利用されていない，もしくは利用率が低く災害リスクの高いため池 
の廃止に係る調査設計。        

・豪雨や地震時にため池の状況を速やかに把握し，適切な判断や行動 
 につなげられるよう，水位等の管理施設の計画的な整備に係る調査 
 計画。 
 

広島県土連では，農業水路等長寿命化・防災減災事業の活用により 
ため池の廃止及び監視・保全管理の活動を支援します。 
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農地 

農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を行い，農地中間管理

機構による担い手への農地集積を推進するとともに，高収益

作物への転換推進を支援します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 農地の整備（農地耕作条件改善事業） 

担当窓口：西部事業所，北部事業所，東部事業所
電 話： （西部）０８２－５０２－７４７４

（北部）０８２４－６２－２４９７
（東部）０８４７－２２－０１６２

○ 定率助成 

ハード事業：(1)農業用用排水施設・・・・・農業用用排水（営農用水を含む）施設の新設，廃止又は変更 

(2)暗渠排水・・・・・・・・・・・・・暗渠の新設又は変更 

(3)土層改良・・・・・・・・・・・・・客土，混層耕，除礫，心土破砕及び土壌改良 

(4)区画整理・・・・・・・・・・・・・農用地の区画形質の変更 

(5)農作業道・・・・・・・・・・・・・農作業道・進入路等の新設，変更 

(6)農地造成・・・・・・・・・・・・・農用地の造成 

(7)農用地の保全・・・・・・・・・(1)～(6)以外の農用地の改良又は保全のために必要な事業 

(8)営農環境整備支援・・・・・用地造成，営農飲雑用水用水施設・安全施設・農作物被害防止施設

の整備，耕作放棄地解消・発生防止のための簡易な整備 

 

ソフト事業：水管理・維持管理省力化支援，導入作物に応じた品質向上支援， 

地形図作成等の条件改善促進支援 等 

補助率 国 50％（離島・中山間地域 55％），県 15％ 

○ 定額助成 

ハード事業：区画拡大，暗渠排水，用水路の更新整備等  

ソフト事業：条件改善推進費（権利関係，農家意向，農地集積，基盤整備等に関する調査・調整，先進的省

力化技術導入，実施計画策定等，1地区あたり上限 300 万円（年基準額）  

 

      ※定額助成単価は現場条件等に応じた標準的な工事費の 1/2 相当

実施要件 
・農地中間管理事業の重点実施区域，事業実施により重点実施区域に指定されること

 が確実と見込まれる区域（これらを受益とする施設も対象） 
・総事業費 200 万円以上 

・受益者数２者以上 

・農地耕作条件改善計画の策定 

・農地中間管理機構との連携概要の策定 

≪地域内農地集積型≫（地域内の農地集積を計画的に実施する場合）最大５年（ハードは最大３年） 

事業実施主体：県，市町，土地改良区，農業協同組合，農業法人等 

≪農地集積推進型≫ 1ha（中山間は 0.5ha）以上の連担化した農地，総事業費 1,000 万円以上の県営事業 

≪高収益作物転換型≫ 作付面積のうち 1/4 以上を水稲等から新たに高収益作物に転換すること 
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のう 

担い手による園芸作物の導入や規模拡大を図るうえで支障

となっている耕作条件を改善し，速やかに園芸産地の拡大や

担い手の経営高度化の推進を支援します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 農地の整備（園芸作物条件整備事業） 

担当窓口：西部事業所，北部事業所，東部事業所
電 話： （西部）０８２－５０２－７４７４

（北部）０８２４－６２－２４９７
（東部）０８４７－２２－０１６２

○ 事業メニュー 

(1)農業用用排水施設・・園芸作物を導入又は拡大及び単収増を図る際の農地の水源確保及び導水路整

備，ほ場内かん水施設整備 

(2)排水対策・・・・・・・・・・暗渠排水，明渠排水（額縁等）等 

(3)土層改良・・・・・・・・・・客土，有機質資材混入による土壌改良 

(4)区画整理・・・・・・・・・・換地を伴わない区画整理 

(5)農作業道・・・・・・・・・・園芸作物を導入したり，規模拡大を図る際の農地に必要な農作業道（耕作道等）

の整備 

(6)そ の 他・・・・・・・・・・農地保全施設（耕土流出防止，防風林，防風ネット等）や鳥獣害防止柵等園芸作

物を栽培する上で必要のあるもの 

             ※ただし，(6)その他の実施については，単独メニューとして実施できない 

 

事業実施主体・・・市町 

補助率・・・・・・県 50％ 

実施要件 
・対象者 
① 園芸作物を導入又は拡大及び単収増を図る認定農業者及び認定新規農業者。 
② 認定農業者及び認定新規農業者を育成するための研修を行うＪＡ等。 
③ 受益者 2者以上（1経営体 30 万円以上）。 

・対象農地 

① 広島県の重点及び推進品目又は地域プロジェクトに掲げる園芸作物を栽培する

農地。 
② 地区設定は任意（市町単位を 1 地区として取扱う等）。 
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農業水利施設等の機能がどのように低下していくか，どのタ

イミングで，どのような対策をとれば効果的に長寿命化が図

られ，ライフサイクルコストを低減できるかの取組みを支援

します。 

 

 

 
ストックマネジメントの体系 

   

 

インフラ長寿命化計画（行動計画）の取り組みを支援します。 

 

 農業水路等長寿命化・防災減災事業（きめ細やかな長寿命化対策） 

 ＜ハード対策＞ 

   機能保全計画に基づき，老朽化した農業水利施設の長寿命化を図るために必要な補修や更新 

＜ソフト対策＞ 

  施設の健全度を確認するための機能診断及び長寿命化のための機能保全計画の策定 

  長寿命化に資する施設整備のための実施計画の策定 

 事業実施主体・・・県・市町・土地改良区等 

 実施要件 

（ハード対策）・・・総事業費200万円以上（受益面積要件なし），受益者数2者以上，事業期間3年以内 

（ソフト対策） ・・・事業期間1年以内 

 補助率（国） 

ハード対策・・・1/2等  ソフト対策・・・定額 

        

 

 

担当窓口：技術支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７３

● 農業水利施設のストックマネジメント 

事後保全から予防保全へ！ 
機能保全計画の策定 
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ため池の機能診断調査から，ため池改修に伴う事業計画書及

び実施設計書を作成し，工事発注後の施工管理業務まで包括

的に支援します。 
 

        

 

✔底樋の周りや法面から水が漏れる。 

✔堤体がやせた、形が変わった。 

✔堤体に割れ目やくぼみがでてきた。 

✔余水吐がこわれて、大雨の時あふれそうだ。 

✔取水施設が古くなり、使いにくい。 

✔ため池は利用していない。 

 

 

 

 

 

 

 

実施要件 

農山漁村地域整備交付金（農地防災事業） 

・ため池等整備事業 

 受益面積 10ha 未満 

 事業費 800 万円以上 

 補助率 国 50％ 県 20％     ※団体営調査設計事業で事業計画概要書作成ができます。 

小規模農業基盤整備事業（県単独事業） 

・老朽ため池補強事業 

 国庫補助の要件基準に達しないため池 

 公共性のあるもの 

 事業費 100～5,000 万円以内 

 補助率 県 50％ 

ため池緊急整備事業（県単独事業） 

 担い手要件の実現が困難と判断することが妥当な地域において，構造上の欠陥があり機能が確保できず，

被害想定区域内に人家等が存在しているため池 

 事業費 100～5,000 万円以内 

 補助率 県 50％               ※補助率については地域指定等により異なります。 

その他，農村地域防災減災事業及び農業水路等長寿命化・防災減災事業で実施できます。 

   

 

● ため池整備事業 

あなたの回りのため池にこんなことはありませんか？ 

担当窓口：技術支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７３

堤体の浸食 堤体の陥没 

堤体からの漏水 

機能診断調査

ため池整備 
事業等で改修  
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農業用水利施設の診断を支援 

土地改良区体制強化事業（施設・財務管理強化対策） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機能回復のための整備・補修を支援 

（土地改良施設維持管理適正化事業） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 土地改良区体制強化事業，土地改良施設維持管理適正化事業 

担当窓口：技術支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７５

施設・財務管理強化対策では，定期診断指導対象施設について，年次実施計画に基づき定期診断を実施して

います。 
 

【定期診断指導対象施設】 

区 分 施設選定基準 
診断 

サイクル 
対象施設数

ダ ム 堤高１５ｍ以上 ５年 ５５ 

頭首工 可動式 

３年 

６１ 

揚水機 口径１００ｍｍ以上 ３８ 

排水機 口径２５０ｍｍ以上 ７４ 

樋門水門 － ８８ 

水 路 － ２６ 

畑かん施設 － １０ 

ため池 堤高１０～１５ｍ未満 ５年 ５７ 

計   ４０９ 
 
上記の定期診断指導対象施設とは別に，施設管理者からの要請に基づく診断・管理指導は，適宜実施
しています。 
補助率：国５０％ ，県２５％ ，広島県土連２５％ 

診断結果は，K1・K2・K3・K4 のランクを付け， 

整備補修を要する施設は，補助対象事業や適正化事業で 

改修をするよう指導・助言します。 

揚水機の診断 頭首工の診断

この事業は，相互扶助による事業となっており，整備補修を希望する市町，土地改良区が「維持管理適正化

事業」に加入し，事業費の３０％を５年間均一に積立て，事業実施年度に事業費の１０％を負担して整備・

補修を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業主体：土地改良区，市町等の土地改良施設管理団体 
 
採択基準：団体営規模以上の土地改良事業により造成された水利施設で， 

上記施設診断を受け，事業費が２００万円以上の整備補修等 
 
補 助 率：国３０％ ，県３０％ ，事業実施主体 積立：３０％，実施年度１０％ 

腐食状況 揚水機の分解

整備補修後 
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農地・農業用施設災害の復旧を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害復旧の流れ       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 災害復旧事業 

農地（畦畔）の被災 

応急本工事 

応急仮工事 

災害発生 

被 害 報 告 

査定設計書作成 

災 害 査 定 

災害復旧事業の執行

増高申請 

● 災害査定設計書の県審査補助 

● 実地・机上査定による立会，設計書の修正・検算 

広島県土連の支援 査定設計書及び実施設計書作成・増高申請書作成

● 増高申請書及び内訳書等作成 
 ・現地調査，耕作者名簿，維持管理証明書，星取表 
  施設災害関係農地等分布図等 

 

● 県ヒアリングへの補助 

● 実施・変更設計書作成 

● 発注者支援（入札支援，工事管理，検査支援） 

● 災害査定設計書作成 

 ・現地踏査（被災状況調査，被災原因調査，工法決定等）

 ・平面，縦横断測量 

・設計書作成（図面，仮設計画，数量計算，積算 

反当限度額） 

・設計において必要な協議（河川協議等） 

・写真撮影，整理等 

水土里情報を活用した効率的な字切図作成 

担当窓口：西部事業所，北部事業所，東部事業所
電 話： （西部）０８２－５０２－７４７４

（北部）０８２４－６２－２４９７
（東部）０８４７－２２－０１６２
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農業集落排水施設の機能診断調査を行い，その結果を踏まえ

て最適整備構想の策定を支援します。 

   

 

      
                            ※農山漁村地域整備交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当窓口：技術支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７３

機 能 診 断 

調 査 
 

事 前 調 査 現 地 調 査 詳 細 調 査 

機 能 診 断 

評 価 
 

劣化要因の推定 性能指標値・健全度の判定 対象施設のグルーピング

機能保全 

対策工法検討 
 

劣化進行の予測 機能保全対策工法の選定 実施シナリオの作成

機能保全コスト 

の算定比較 
 

施設別の機能保全コスト算出 全施設の機能保全コスト算出

計 画 

の作成 
 

施設ごとの機能保全計画の作成 最適整備構想の策定 

最適整備構想策定の範囲

機能診断調査の範囲 

● 農業集落排水施設のストックマネジメント 
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農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のため， 

道路・水路等の地域資源や農村環境の保全を図る活動を 

支援します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 多面的機能支払交付金 

広島県土連は，活動組織の取り組みを支援します。
また，事業計画に定められた農用地及び対象施設の保全管理状況等
の現地確認についても支援します。 

担当窓口：地域支援課 

電 話：０８２－５０２－７４７６

活動組織（集落）に対する指導，事業申請や実績報告などの事務支援と共に

施設の補修・更新のための調査･設計，工事費算定や竣工検査などの技術支

援を行います。 

担い手に集中する水路・道路等の管理を地域で支える活動 

多 

面 

的 

機 

能 

支 

払 

水路の泥上げ 農道周辺の草刈り 

農
地
維
持
支
払 

農道の砂利舗装 ため池の草刈 

 

水路の補修・更新

資
源
向
上
支
払 

植栽活動 

【共同活動】施設の軽微な補修，農村環境保全活動等 【長寿命化】水路等施設の補修

水路のひび割れ補修 

【事務支援】 【技術支援】（施設の補修・更新のための調査） 

【現地確認支援】（農地，施設の状況確認） 
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区画整理事業では，換地や確定測量を含めた総合的な 

支援を行います。 
あわせて，土地改良法の各種手続きに必要な資料作成は，おまかせください。 
 

例：農地の区画整理事業（ほ場整備事業）の流れ 

 

 

 

 

工事着手前（従前地）

工事完了後（換地）

従前地等基礎調査 

事業施行申請 

事業採択申請 

従前地の評価 

換地計画原案 

一時利用地の指定 

工事後の評価 

換地計画書作成 

権利者会議 

換地処分登記 

認可申請 

B B 

B A 

A A 

C C 

工
事
中

説明会の開催 

確定測量 

工事着手 

換地制度の説明，地区内権利者へのアンケート調査 

一定区域内の土地について，私有地・公共用地など

の全ての権利調査 

土地改良事業計画概要の公告，参加等同意，土地改

良事業施行申請書の作成 

換地計画の要領の作成から事業計画説明資料（換地

関係採択資料）の作成 

土地評価基準案の作成により，工事前の土地の評価

方法についての説明会開催 

換地設計基準案の作成により，換地配分（選定）に

ついての説明会開催 

土地評価基準により，工事後の土地の評価方法につ

いての説明会を開催 

換地各筆明細書（換地計画書），清算金調書等の作成

法第５条７項の権利を有する全ての者で構成する権

利者会議開催の支援 

権利者会議により確定した換地計画書について， 

県知事への認可申請手続きの支援 

換地処分公告の翌日に，法務局へ提出する登記嘱託

書，確定図面の作成 

工事後の境界の杭打説明会の開催，杭打作業，公共

測量による確定測量図を作成 

換地処分までの一時的な使用収益の為の指定地測

量，求積，指定通知書の作成 

● 換地・確定測量（土地改良法手続き） 

C 

A 

B 

A 

A 

A 

A 
B 

B 

C 

B 

B 

B 

C 

B C 

A 
B 

B 

B 

A 

C 

A 

A 

整備前 整備後 田打
と う ち

地区(世羅町)

担当窓口：換地測量支援課     

電 話：０８２－５０２－７４７７
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法手続きに必要な調査及び報告書の作成を支援します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

例：団体(市町)営土地改良事業の開始フロー（土地改良法の一部改正：平成 23 年 11 月 30 日施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省令の定めによる農用地の改良，開発，保全又は集団化に関しての 

専門的知識を有する技術者が，土地改良事業計画を調査し，報告書を提出します。 
 

● 土地改良事業計画の調査・報告書作成業務 

担当窓口：換地測量支援課     

電 話：０８２－５０２－７４７７

団体(市町)営土地改良事業の開始，変更，廃止の計画決定には， 

調査報告書の聴取が必要です。 

（土地改良法「以下，法」 第 96 条の 2 第 1項）

（土地改良事業を行う農協に限る）

（法第 96 条の 2 第 7 項で準用する法第 8 条第 2 項，第 3 項）

（市町長は，専門技術者の調査報告に基づき土地改良事業計画を定める。）

（法第 96 条の 2 第 1 項）

（20 日以上，市町公告）

（市町長は，専門技術者の意見を聞いて，

縦覧期間満了後 60 日以内にこれを決定しなければならない） 

市     町

一 定 地 域 の 決 定

・国有地等の編入承認

・宅地等の権利者の全員同意

市 町 議 会 の 議 決

計 画 概 要 等 の 公 告

３条資格者の 2/3 以上同意

関係土地改良区の同意

関 係 農 協 の 意 見 聴 取

土地改良事業計画書作成 

専門技術者調査報告書聴取 

計 画 決 定

計 画 書 の 公 告 ・ 縦 覧

異議申立（15 日間）

計 画 確 定

計 画 を 県 知 事 に 報 告

事 業 着 手

（換地計画を定めるものに限る）

工事着手前登記所届出

（換地計画を定めるものに限る）

工事着手時及び完了後
登記所届出 

異議申立があった場合 （法第 96 条の 2 第 7 項で準用する法第 87 条第 7 項）

（法第 96 条の 2 第 7 項で準用する法第 87 条第 6 項）

＜土地改良専門技術者＞

土地改良専門技術者 ５名 技術士 ２名
農業土木部門  1 名 土地改良換地士  ８名
地域農業開発計画部門  2 名
農村環境部門  2 名

広島県土連では,『４部門全ての調査報告書の作成』に 
対応可能な体制を整えています。
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貸借対照表作成に必要な土地改良施設の資産評価データ整

備を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 土地改良施設の資産評価データ整備 

担当窓口：換地測量支援課     

電 話：０８２－５０２－７４７７

 

土地改良法改正に伴い，土地改良施設を所有（管理を含む）する土地改良区は，原則とし

て決算関係書類に「貸借対照表」の作成が義務付けられました（法第 29 条の 2） 

貸借対照表の作成には，土地改良区が所有（管理）する施設の「資産評価」が必要となり

ます。 

広島県土連では，本年度より２年間，関係団体と連携し「資産評価データ整備事業」に取

り組みます。本事業に関してのご理解とご協力を宜しくお願いいたします。 

 

           

 

 

貸借対照表の作成には「資産評価」が必要です！ 

※但し，資産として評価すべき土地改良施設の管理を行わない土地改良区については貸借対照

表の作成は不要です。 
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発注者支援機関として会員の発注関係事務を支援します。 

広島県土連は，『公共工事の品質確保の促進に関する法律』第 15 条第 1項の定めに基づき， 

発注関係事務を実施する能力を有する発注者支援機関として認定され，事務の各段階で会員を支援します。 

また，予算事務や地元調整なども含めた包括的な事務支援も実施します。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

  

工事施設の保全対策

（施設の長寿命化）

・施設の現況調査 

・施設の機能診断 

・施設の維持管理 

・予防保全対策等 

・測量 

・地質調査 

・用地調査 

・構造物調査等 

調 査 
・水理計算 

・構造物規模決定 

・構造決定 

・設計図面作成 

設 計 
・数量計算 

・仮設図面 

・工事価格算出 

・仕様書の作成 

積 算 
・業者選定に必要

なデータ整理 

・技術資料の確認 

業者選定 

・技術提案書の 

評価検討 

資料作成 

・技術資料確認 

入 札

・工事請負 

契約書 

契 約 

・補足調査・設計 

・変更図面作成 

・変更仕様書作成 

・変更工事価格算出 

設計変更 

・工事監督 

・施工管理 

・工程管理 

工事管理 

・技術提案書評価 

検討資料作成 

・技術資料の確認 

工事着手 
・出来高測定 

・品質管理検査 

・施工管理書類確認 

・出来高図面作成 

工事検査 

工事竣工 

※国庫補助事業における発注関係事務は，「測量及び試験費」として支弁できます。 

● 発注者支援業務 

● 発注関係事務の支援（フロー） 

● 市町等への支援体制 

包括事務支援（予算事務・地元調整等） 

 

 

 
■ 設計・積算 ■ 施工管理 ■ 工程管理 ■ 品質管理 

これまでの技術支援 

強化する技術支援 

新たな技術支援（総合評価落札方式）

担当窓口：技術支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７３

資料・情報提供・ 
指導助言等 

支援 

支援要請 
（委託） 

 連携
農政局・土地改良技術事務所県 

市 町 等  広島県土地改良事業団体連合会 

発注者支援機関

 

 

 

中国四国地域品質確保協議会 

機関認定

発注者支援機関認定証
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水土里情報では，このようなことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 水土里情報（水土里情報システム） 

担当窓口：技術支援課      

電 話：０８２－５０２－７４７５

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営農に携わる方：ほ場ごとに様々なデータを管理できます。

【ほ場別 作付作物】 

ほ場ごとに作付品目の色分けや面積集計が行えます。 

【ほ場別 作業状況】 

ほ場ごとに作業計画や進捗状況の確認が行えます。

実際にソフトを見て確認して下さい。 

みなさんの 「こんなことできるの？」  

にお応えします。 

【様々なデータを一括管理】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種事業に携わる方：必要なデータを検索し出力できます。

【耕作放棄地】 

耕作放棄地の区分ごとに着色表示し， 

地域の状況を確認できます。 

【人・農地プラン】 

ほ場ごとに貸付希望農地の 

確認ができます。 

データの出力は，エクセル形式で出力が可能

条件検索などにより， 

必要な情報を絞り込めます。

 

☆耕作放棄地対策   ☆多面的機能支払交付金  ☆人・農地プラン策定 

☆農地の利用集積   ☆経営所得安定対策事務  ☆農地法関連事務 

☆農業水利施設の管理 ☆災害増嵩申請 など 

活 用 事 例 

【農研機構開発：作業計画・管理システム】
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土地改良施設の台帳を地図データと一緒に管理しませんか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 施設台帳管理システム 

担当窓口：技術支援課        

電 話：０８２－５０２－７４７５

地図データとのリンクにより， 
対象物の検索結果を視覚的に把握できます。 

地図データ リンク・双方検索 

台帳管理システム 簡易ＧＩＳ

現況図・路線図 

電子化 

集 成 

 

 

出来型図書
各種調書 

 

図面・写真の添付電子化

データ作成・入力

調書・図面 

■農道台帳システム 

 システム概要：一定要件道路，その他道路を色分けで図面に表示します。 

 導 入 市 町 ：福山市，庄原市，府中市，神石高原町 

 

■ため池台帳システム 

 システム概要：市町が作成した 1,000ｍ3以下のため池台帳を，広島県の 

        「ため池防災データベース」と同じデータ構成で作成します。 

 導 入 市 町 ：三次市 

 

■集落排水台帳システム 

 システム概要：管渠，マンホール，マンホールポンプ，公共桝，宅内桝等のデータを 

        市町の独自仕様で作成します。 

 導 入 市 町 ：呉市，大崎上島町，三次市，庄原市 

台帳管理システム整備実績 
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地籍測量や一筆地調査を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外 注

 市町が実施主体の事業費負担割合 ： 国 1/2，広島県 1/4，市町 1/4。 

 県及び市町負担分は，特別交付税措置が行なわれます。 

 市町の実質負担率は，5％程度となります。 ※市町により負担率は変動します。 

● 地籍調査（一筆地調査） 
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外注型で，一般財源負担相当分が軽減できます！ 

地籍調査の進め方（工程） 

外 注 型 

直 営 型 

担当窓口：換地測量支援課     

電 話：０８２－５０２－７４７７

外注型での実施により，市町の 一般財源負担相当分が軽減 できます。 

一筆地調査の型別費用負担比較（算定額は概数）
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農業・農村の各種振興計画の策定を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援実績（平成 14 年度以降の主たるもの） 

農業振興計画地域整備計画策定，改訂 北広島町(H16),福山市(H17),尾道市(H20,H24),三原市(H21) 

農業振興ビジョン策定，改訂 尾道市(H21,H25) 

田園環境整備マスタープラン 東広島市(H26),庄原市(H28)など 

農村振興基本計画 大崎上島町(H16)など 14 計画 

総合整備事業実施計画 大崎上島町(H18)など 12 計画 

農業農村振興施策展開検討 北広島町(H20),世羅町(H21) 

インフラ長寿命化計画（行動計画） 北広島町(H27),安芸高田市(H28),竹原市(H28),江田島市(H28)など 

未来創造計画 北広島町(H22),大崎上島町(H22) 

各種環境調査 県営・団体営事業の新規地区，変更計画地区 

オリーブ振興計画 江田島市(H28) 

 

 

農業農村整備事業の実施においては，市町の農業振興計画のほか，各種の基本

計画に基づくとともに，住民意向を踏まえ計画を立てる必要があります。 

連合会では，農業・農村の各種振興計画づくりを支援するとともに，振興計画

に基づく事業実施計画策定を支援します。 

● 農村振興計画策定支援 

担当窓口：地域支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７６

 

各種の振興計画に基づく 

地域の特色を活かした 

活力あふれる農村振興の実現 

ワークショップによる

住民意向の把握 

農家代表との 

農業振興施策検討会 

６次産業化による 

農業振興 

環境保全型農業 

耕畜連携の推進 

女性や高齢者の 

地域づくりへの支援 

生活環境整備 

住みよい地域づくり

農業体験を通じた 

都市と農村の交流 

生き物調査を通じた

地域環境教育 

各種地域対策への支援 

鳥獣害対策 

外来生物駆除対策 

動植物保護対策 
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■農地有効利用推進支援事業（新規） 
 

 

地元負担金の軽減のために活用してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 農家負担金軽減支援対策 

担当窓口：地域支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７６

無利子融資のイメージ 

■水田・畑作経営所得安定対策等支援事業 
 

平成６年度以降採択された土地改良事業等で，担い手への農用地の利用集積率の増加が見込まれる地区に

対し，対象事業に係る地元負担金の５/６の無利子融資が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほ場整備以外の事業も対象です！ 

【認定期間】 

 現行 平成19年度から平成27年度 

 拡充 平成 19 年度から令和 2 年度 

ほ場整備だけではありません！ 

ため池整備事業やかんがい排水事業など，

土地改良法に基づき 

国の補助を受ける(受けた)事業であれば，

対象となります！ 

■その他 
災害発生時に負担金の助成制度があります！ 
詳細は担当窓口まで 

規 定 償 還 経営所得安定対策等支援資金活用

平成３０年度より担い手への農地の利用集積を加速化させるため，採択要件の見直しを行いました。 

農地耕作条件改善事業の実施に当たり，担い手への農地集積率が概ね８割となる地区を対象に

支援を行う「農地有効利用推進支援事業」を追加。 
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土地改良区の設立，統合，解散，運営等を指導支援します。 

広島県内には ６３ の土地改良区があり，組合員数は約５万４千人です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地改良区とは・・・ 

昭和 24 年に土地改良法が制定され，設立された農家の人たちの組織です。農業を行う上で欠か

せない土地改良施設の維持・管理，農地の整備（土地改良事業）などの役割を目的とし，全国に

は約 4,500 団体，関係する組合員総数は約 350 万人です。 

水土里ネットは，土地改良区の愛称です！ 

● 土地改良区の支援 

広島県土連は土地改良区の活動を支援します。 

1. 施設・財務管理強化 

土地改良区の事業運営の透明化やガバナンスの強化を図るための土地改良施設の管理等

に関する苦情・紛争等の対策，複式簿記会計に関する巡回指導及び資産評価データ整備

等を実施します。 

2. 統合整備強化 

効率的・効果的に土地改良区の組織運営基盤の強化が図られるよう，土地改良施設の維

持管理体制の再編整備を図る助言指導等を実施します。 

3. 研修・人材育成 

土地改良区の組織運営基盤や事業実施体制の強化を図るため，土地改良区の役職員研修

等を実施します。 

担当窓口：換地測量支援課       

電 話：０８２－５０２－７４７７

庄原市

三次市

安芸高田市 
北広島町

安芸太田町 

廿日市市 

大竹市 

江田島市 

呉市 

東広島市
広島市 

竹原市

三原市

尾道市
福山市

大崎上島町

府中市世羅町

神石高原町

土地改良区の規模 

50ha 未満 

50～100ha 

100～500ha 

500～1,000ha 

1,000ha 以上 
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農業農村の振興に向けたイベント,広報誌の発行,ホームページの運営 

「ひろしま農業農村整備広報委員会」は，広島県と広島県土地改良事業団体連合会で構成

する委員会で，農業農村整備を広く理解していただくため，広報活動を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 広報活動 (http://www.hdn.or.jp/) 

●ひろしまの農村フォトコンテスト
写真を通して広く県民のみなさんに 

県内の農業・農村地域の魅力を発信しています。

担当窓口：総務企画課       

電 話：０８２－５０２－７４７０

●農業農村整備事業優良地区コンクール 

●農業農村整備の推進に向けた活動 
・土地改良事業功労者表彰 

・農業農村整備事業の提案活動 

●広島県土連のホームページ 
http://www.hdn.or.jp/ 

●広報誌「ひろしまの土地改良」 

・季刊誌として年４回発行 

広島県土連では， 

ホームページを通じて，イベントの情報発信や土地改良相談，

各種事業紹介を行っています。 

また，広島県土連が運営する協議会に関する情報も掲載して

います。 

是非一度ご覧ください。 

これまでの受賞地区 

年 度 受 賞 団 体 実 施 事 業 事業地区 

平成 27 年 農事組合法人 シバザクラの里乃美 経営体育成基盤整備事業 東広島市 乃美地区 

平成 25 年 農事組合法人 ファーム西田口 経営体育成基盤整備事業 東広島市 西田口地区 

平成 23 年 農事組合法人 聖の郷かわしり 経営体育成基盤整備事業 世 羅 町 川尻地区 

平成 18 年 農事組合法人 さわやか田打 県営ほ場整備事業 世 羅 町 田打地区 



２２ 
 

 

 

農業・農村の振興と発展を図るため， 

会員の協同組織としてその利益に寄与します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 業務の展開方向 

 

 

 

 

 

地地地域域域づづづくくくりりりかかかららら事事事業業業実実実施施施，，，   

施施施設設設ののの保保保全全全管管管理理理まままででで，，，   

行行行政政政ををを補補補完完完すすするるる組組組織織織とととしししててて   

総総総合合合的的的ななな支支支援援援ををを展展展開開開しししままますすす。。。   

地域づくり 
 ワークショップな

どにより住民意向を

把握し，地域づくり

を支援します。 
調査・測量 

 環境に配慮した事

業のための生き物調

査など，事業実施に

向けた各種調査，測

量を行います。 

事業実施 
 発注者支援機関と

して，実施設計・積

算，入札，工事管理，

設計変更，工事検査

などを支援します。

保全・管理 
 農地・施設の適切な

保全・管理（ストック

マネジメント）に向け

た各種補助事業の実施

を支援します。 

研修・啓発 
 農業農村整備事業に

関する相談・ニーズに対

応するため，研修会の開

催などにより会員等の

支援を行います。 

広 報 
 ひろしまの水・土・

里を広く理解してい

ただくため，イベント

の開催や広報誌の発

行などを行います。 

計 画 
 農村振興計画から

事業申請に向けた事

業計画や換地計画ま

で，各種計画策定を

支援します。 

設 計 
 事業計画に基づき

全体設計書や実施設

計書の作成を支援し

ます。 

１.設計・換地・測量など，会員等が行う事業の発注関係事務を包括的支援（技術支援） 

２.土地改良事業の円滑かつ的確な実施を図るための調査・設計（団体営調査設計事業） 

３.老朽ため池の老朽度調査や改修の支援（老朽ため池改修支援） 

４.農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動への支援（多面的機能支払支援）  

５.農業用施設並びに農業集落排水施設の保全支援（各種施設のストックマネジメント） 

６.土地改良区の体制強化対策を総合的に実施（土地改良区体制強化事業） 

７.農業用水利施設の診断による機能回復のための整備・補修の支援（土地改良施設維持管理適正化事業等）  

８.農家負担金の利子補給，利子助成，無利子貸付による農家負担金の軽減（農家負担金軽減支援対策事業） 
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会員一覧 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組 織 図 
 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員数，資格者状況 
 

 

 

 

 

 
 

※主な資格を掲載 

支部 会 員 数 67 会   員（市町 23，土地改良区 44） 

広 島 
市町：7 

土地改良区：2 

市町：広島市，大竹市，廿日市市，府中町，海田町，熊野町[理]，坂町[理](支) 

土地改良区：中島，祇園町外二ケ町 

可 部 
市町：3 

土地改良区：12 

 

市町：安芸高田市，安芸太田町，北広島町[理](支) 

土地改良区：大朝，千代田町，豊平，吉田町，吉田町埃ノ宮，簸川，羽佐竹，向原町，甲立，美土里町，小原，

原山 

三 次 
市町：1 

土地改良区：1 

市町：三次市[理](支) 

土地改良区：三次市[理] 

庄 原 
市町：1 

土地改良区：7 

市町：庄原市[会](支) 

土地改良区：庄原市[理]，西城町，口和町，高野町，比和町，内堀，森田黒 

福 山 
市町：3 

土地改良区：6 

市町：福山市[理](支)，府中市，神石高原町[理] 

土地改良区：福山市，沼隈町，神辺町[監]，五ケ村，矢多田，神石高原町 

尾 道 
市町：3 

土地改良区：8 

市町：三原市，尾道市[理]，世羅町[副](支) 

土地改良区：神田，沼田東，梶山田，百島町，浦崎町，瀬戸田，箱，西伊尾 

東広島 
市町：3 

土地改良区：8 

市町：竹原市[代監]，東広島市[理]，大崎上島町[理](支) 

土地改良区：東広島市，乃美尾，大曽場，吉川，小野，重兼，内，乃美 

呉 市町：2 市町：呉市，江田島市[理](支) 

    [会]:会長 [副]:副会長 [理]:理事 [代監]:代表監事 [監]:監事 (支):支部長 

● 会員，組織・職員 

職 員 ５５名 

嘱託員 １４名 

計 ６９名 

 

【測量業務】  上級農業集落排水計画設計士 2 名 １級土木施工管理技士 12 名 

測量士 20 名 農業集落排水計画設計士 3 名 １級管工事施工管理技士 1 名 

地籍主任調査員 6 名 【換地業務】  浄化槽管理士 17 名 

 測量専門技術認定 2 名 土地改良換地士 8 名 浄化槽技術管理者 13 名 

地理空間情報専門技術認定 7 名 土地改良補償業務管理者 4 名 下水道技術検定 2 名 

【設計業務】  【その他業務】  農業水利施設機能総合診断士 2 名 

技術士(農業部門) 2 名 土地改良専門技術者 8 名 水道技術管理者 1 名 

一級建築士 1 名 浄化槽設備士 1 名   

 

副 会 長 
奥田 正和 
(世羅町長) 

明岳 周作 
(江田島市長) 

 

副 会 長 
常務理事 
赤間  章 

総 務 部 
部長 児玉 雅彦(兼) 

事 業 部 
部長 新谷 茂雄 

 

事 業 所 

会 長 
木山 耕三 

(庄原市長) 
 

参 事
上田 浩司 

総務企画課 
課長 児玉 雅彦（兼） 

北部事業所 
所長 林 利美 

東部事業所 
所長 田中 登 

換地測量支援課 
課長 柳田 哲也 

地域支援課 
課長 秋山 浩三 

理 事 
吉田 隆行 
(坂町長) 

三村 裕史 
(熊野町長) 

箕野 博司 
(北広島町長) 

枝廣 直幹 
(福山市長) 

入江 嘉則 
(神石高原町長) 

平谷 祐宏 
(尾道市長) 

高田 幸典 
(大崎上島町長) 

髙垣 廣徳 
(東広島市長) 

箕田 英紀 
(三次市土地改良区

理事長) 
松田 一馬 
(庄原市土地改良区

理事長) 
 

代表監事 
今榮 敏彦 

(竹原市長) 

監 事 
久川 廣昭 
(神辺町土地改良区 

理事長) 

事務局長 
児玉 雅彦 

企画・内部監査機関 
技術監 
新谷 茂雄(兼) 

役 員 事 務 局 

広島県土地改良事業団体連合会 一級建築士事務所 
登録年月日 平成 29 年 2 月 21 日 
登録番号  広島県知事登録 17 (1) 第 2969 号 

技術支援課 
課長 吉川 健治 

（技術管理担当） 

課長 新谷 茂雄（兼) 

 
本会が運営する主な協議会 

広島県農業農村整備事業推進協議会 
広島県農地・水・農村環境保全協議会 
広島県水土里情報利活用促進協議会 

西部事業所 
所長 土井長 康 
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■ 明治 32 年 耕地整理法が制定 

県内各地に耕地整理組合が設立され，耕地整理事業が行われるようになる。 

■ 昭和 2 年 広島県耕地協会が設立 

協会は，技術職員を確保して，会員の技術的援助，指導を行うようになる。 

■ 昭和 24 年 耕地整理法と水利組合法に代わり土地改良法が制定 

■ 昭和 26 年 土地改良法の制定に伴い社団法人広島県耕地協会に改称 

■ 昭和 32 年 土地改良法が改正 

■ 昭和 33 年 広島県土地改良事業団体連合会を設立 

設立認可  昭和 33 年 9 月 16 日 

農林省指令 33 農地第 3343 号（土地改良法第 111 条の 13 第 2 項） 

登記    昭和 33 年 10 月 13 日 

 

 

 

土地改良事業を行う者（市町・土地改良区など）の協同組織により，土地改良事業の適切かつ

効率的な運営を確保し，共同の利益を増進することを目的としています。 

（土地改良法第 111 条の２）（定款第１条） 

 

 

■ 広島県土地改良事業団体連合会は，土地改良法第 111 条の 3 に定められた法人です。 

■ 会員となる市町村が発起人となって設立された会員組織です。 

■ 法人税法第 2条第 6項，所得税法第 11条第 1項，印紙税法第 5条第 2号により非課税団体です。 

 

 

■ 会員等の行う農業農村整備事業に関する技術的な支援や協力 

■ 農業農村整備事業に関する啓発及び情報の提供 

■ 農業農村整備事業に関する調査及び研究 

■ 農業農村整備事業の推進のための活動等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 沿 革 

● 目 的 

● 事 業 

● 性 格 

「農業農村整備事業」とは， 
ほ場整備やかんがい排水事業などの土地改良法に基づく土地改良事業と 
農業集落排水事業などの農村環境を守る事業の総称です。 

徽 章 意 匠 
１．団結と相互扶助（三矢訓） 
２．事業部門の躍進（設計・換地・測量） 
３．基礎の確立（三脚） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水土里ネットひろしま  は 

農業農村整備を通じて農地の集団化・汎用化を支援しています。 

本 部 
〒730-0017 広島市中区鉄砲町 4－1（広島県土地改良会館内） 

TEL (082)502-7470(代 ) 
FAX (082)502-7480 

西部事業所 
〒730-0017 広島市中区鉄砲町 4－1（広島県土地改良会館内） 

TEL (082)502-7474 
FAX (082)502-7483 

北部事業所 
〒728-0013 三次市十日市東 4 丁目 8－1 

TEL (0824)62-2497 
FAX (0824)62-5551 

東部事業所 
〒722-1121 世羅郡世羅町西上原 94－1 

TEL (0847)22-0162 
FAX (0847)22-3315 

■発行・編集：広島県土地改良事業団体連合会 http//www.hdn.or.jp/ ■発行年月日：令和 2年 4 月 10 日 

「             」は広島県土地改良事業団体連合会の愛称です。 

は豊かな自然環境や美しい景観を意味し，おいしい水，きれいな空気などの清廉なイメージを表現しています。 

    は農業用水，地域用水などを        は土地，農地，土壌などを        は農村空間，農家や地域住民の生活空間などを意味しています。 
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